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研究成果の概要（和文）：　本研究では、理論的研究と経験的研究の架橋を通じて、グローバル・デモクラシー理論の
「熟議的転回」を深化させ、より実行可能性の高い規範理論を構築した。
　具体的には、従来のグローバルな熟議デモクラシー理論に新たにステークホルダー理論の観点を導入することで、よ
り実行可能性の高い規範理論を提示している。また非政府組織（ＮＧＯ）のアドボカシー活動の様態と戦略について調
査を行い、規範媒介者としての政治的役割を見出している。

研究成果の概要（英文）： In this research, through the bridging of theoretical study and the empirical 
study, I deepen “the deliberative turn" in global democratic theory and built a normative theory 
concerning the formation of global democracy which is a more feasible.
 Specifically, I sophisticated the normative theory of global deliberative democracy by introducing the 
point of view of the stakeholder theory into a conventional understanding. In addition, I investigate 
mode and strategy of advocacy NGOs, then find the political role as mediator of norms in their activity.

研究分野：政治理論

キーワード： グローバル・デモクラシー　熟議民主主義　ステークホルダー・デモクラシー　NGO　アドボカシー　監
視民主主義
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 現代政治理論においては、冷戦の終結以降、

国境を越えるグローバル・デモクラシーの可

能性をめぐって活発な議論が展開されてき

た。その先駆者の一人である D.ヘルドは、

『デモクラシーと世界秩序』(1995)で、近代

の主権国家システムを前提とするデモクラ

シー論と国際関係論の双方に疑問を呈し、民

主的な制度や手続きを拡張していく必要性

を訴えている。当初、規範的なモデルに留ま

っていた彼のコスモポリタン・デモクラシー

理論は、後に D.アーキブージ、D.ヘルド、

M.コーラー（編）『政治共同体の再イメージ』

(1998)を経て、『グローバル盟約』(2004)、『コ

スモポリタニズム』(2010)に至り、経済的グ

ローバリゼーションやグローバル・ガバナン

ス等を組込んだ具体的な制度構想へと発展

していった。また、D.アーキブージ（編）『コ

スモポリティクスを論じる』（2003）や、彼

の『市民たちのグローバル・コモンウェルス』

(2008)も、多元的・多層的制度構想を志向す

るコスモポリタン・デモクラシー理論の潮流

のなかにあると言えよう。 

 もっとも、グローバル・デモクラシーをめ

ぐる議論は必ずしもコスモポリタン・モデル

に収斂するわけではない。『変容するデモク

ラシー？』(1997)の編者 A.マッグルーは、領

域性・軍国主義・経済的グローバリゼーショ

ン・環境リスク・女性の参加・民主化と人権・

多国籍企業・欧州連合・国際連合等のトピッ

クスとデモクラシーの変容を結びつけてい

る。彼によれば、グローバル・デモクラシー

は、自由民主主義／直接民主主義／市民的(共

和的)民主主義からなる国内の民主主義的伝

統と、国際思想のリアリズム／リベラルな国

際主義／ラディカルなアプローチとの複雑

な相関関係の産物である。そこから導き出さ

れた ①リベラルな国際主義 ②ラディカ

ルなコミュニタリアニズム ③コスモポリ

タン・デモクラシーの 3類型は、国境を越え

るグローバル・デモクラシーのあり方が多次

元的であり得ることをいち早く示唆するも

のであった。 

 たしかにポスト冷戦期には、国際政治理論

でも、国内／国際を分断する従来の前提の見

直しが進められている。例えば R.B.J.ウォー

カーは、『内側／外側』(1991)で、政治理論と

国際関係論の連関性を分析し、J.バーテルソ

ンも『主権の系譜学』(1995)、『国家論のクリ

ティーク』(2001)、『世界共同体のヴィジョン』

(2009)で、これまでの条件付けを解明してき

た。また A.リンクレターは、批判理論の立場

から、ポスト-ウェストファリア時代の倫理的

基盤を普遍的な対話共同体に求めている

（『政治共同体の変容』1998）。それは、政治

理論における「熟議的転回deliberative turn」

を国際政治理論に導入しようとする極めて

野心的な試みであった。 

 2000 年代に入ると、この熟議的転回はグ

ローバル・デモクラシー理論の新たな潮流を

形づくっていく。J.S.ドライゼックの『熟議

デモクラシーとその彼方』(2000)や『熟議的

なグローバル政治』(2006)、あるいは J.ボー

マン『境界を越えるデモクラシー』(2007)が

示すように、そこでは脱中心化されたグロー

バル・ガバナンスや、熟議を促進するトラン

スナショナルな市民社会のネットワークに

注意が向けられた。コスモポリタン・モデル

が民主的な統治機関の国際的な制度化を目

指したのとは対照的に、この新たな潮流では、

国際的ガバナンスの民主化やトランスナシ

ョナルな公共圏等、国境を越えた意見形成・

意思形成のプロセスに民主的正統性や有効

性を求める。そのため熟議デモクラシー理論

は、今日しばしばグローバル・デモクラシー

理論の「最前線」に位置づけられるようにも

なっていた（小田川・五野井・高橋（編）『国

際政治哲学』2011）。 

さらにこうした理論的展開と並行して、国

境を越えて活動する非政府組織(NGO)にも、



トランスナショナルな市民社会のエージェ

ントという新たな政治的意義が見出されて

いく。アメリカ国際開発庁の D.コーテンは、

『21世紀を理解する』(1990)で NGOを４世

代に分け、救援・福祉等の現場型から新たな

ヴィジョンを触発する政策提言型への変化

を認めている。また目加田節子は、気候変動

枠組み条約・対人地雷全面禁止条約・国際刑

事裁判所設立規定の事例研究を通じ、グロー

バルな規範形成における市民社会の役割を

析出した(『国境を越える市民ネットワーク』

2003)。さらに S.ジョージによる『オルター・

グローバリゼーション宣言』(2004)や、世界

中から NGO・市民団体・民主化運動等が集

う世界市民社会フォーラム、反サミット運動

の定例化は、グローバル・デモクラシーがす

でに国境を越える社会運動の実践として生

成しつつあることを示している。 

 しかしその一方で、NGO や社会運動が獲

得した政治的影響力は、その民主的な正統性

や有効性への疑念も呼び起こす（高橋「国境

を越える社会運動と制度化される NGOネッ

トワーク」2010）。J.ヒルシュが言うように、

NGO は国際政治の改善と民主化を促すとし

ても、その民主的正統性や有効性は決して自

明ではない(中谷（編）『グローバル化理論の

視座』2007)。また N.フレイザーによれば、

情報通信技術の発達でポスト・ナショナルな

公共圏が成立しても、それがいかなる政治共

同体の「声」を代表-表象しているのかは不明

瞭である(『正義の秤』2009)。近年、こうし

た根源的問題は、NGO 関係者からも提起さ

れている(藤岡・越田・中野（編）『国家・社

会変革・NGO』2006、美根（編）『グロー

バル化・変革主体・NGO』2011等)。こうし

て国境を越える NGOや社会運動の実践を、

熟議デモクラシー理論の枠組みにいかに組

み込むかという問題が、より実行可能性の高

いグローバル・デモクラシー理論の重要課題

になっていたのである。 

 
２．研究の目的 
上述の研究動向を受けて、本研究では、理

論的研究と経験的研究の架橋を通じて、グロ

ーバル・デモクラシー理論の「熟議的転回」

を深化させ、より実行可能性の高い規範理論

を構築することを目的に設定した。 
 
３．研究の方法 
研究方法としては、研究期間内に ①従来

のグローバルな熟議デモクラシー理論の再

検討 ②NGO の政策提言活動の正統性と有

効性の検証 ③調査・分析結果の規範理論へ

のフィードバック という一連の作業を通

じて、より実行可能性の高いグローバル・デ

モクラシーの理論を構築した。 

具体的には、従来のグローバルな熟議デモ

クラシー理論に新たにステークホルダー理

論の観点を導入したほか、非政府組織（ＮＧ

Ｏ）のアドボカシー活動の様態と戦略につい

て調査を行うことで、規範媒介者としての政

治的役割を見出そうとしている。 
 
４．研究成果 

まず理論的研究としては、従来 J.ハーバー

マス、J.S.ドライゼック、J.ボーマン等によ

って蓄積されてきたグローバルな熟議デモ

クラシー理論の特性を検討した。一般にその

議論は、意見形成・意思形成のプロセスを支

える開かれた手続きとコミュニケーション

から、民主的な正統性と有効性を引き出そう

としている。だが J.ヒルシュや N.フレイザー

が指摘するように、この理論特性は、グロー

バル・デモクラシーではアクターの民主的正

統性や有効性を曖昧にすることにもつなが

っていた。そこで本研究では、近年 T.マクド

ナルド(『グローバル・ステークホルダー・デ

モクラシー』2008)や P.D.アリジカ（「“ネイ

ションのデモクラシー”からステークホルダ

ーを基盤とするガバナンス・システムへ」

2009）が提唱してきたステークホルダー理論

の導入によって、熟議デモクラシー理論の弱



点を補完し、あらためてグローバル・デモク

ラシーの基礎理論として再編した。 

 また経験的研究では、この基礎理論を参照

枠として国際協力 NGOの政策提言活動の様

態と戦略を検証した。従来、国際関係論の領

域では、NGO による政策提言活動の研究は

特定争点をめぐる NGO間ネットワークに焦

点を合わせてきた。だがそこでは、国際協力

NGO がしばしば国内の政策形成過程に関与

している点が見過ごされている。そのため本

研究では、日本における政府と NGOの関係

性がいかにかたちづくられてきたかについ

て調査を行った。その結果、両者の関係性は、

1990年代初頭、「黎明期のパターナリズム」

から出発し、やがて NGOと諸官庁の定期協

議会が設置される「制度化された対話」の時

代を経て、協調と対立が同時並行的に生じる

「両義性の顕在化」に至っていることが明ら

かになった。2000年代までには、日本のODA

をめぐる政策提言活動は、異なる二つのアプ

ローチに分化していた。一方には、M.ケック

や K.シキンクあるいは T.リッセが注目した

ように、情報政治・象徴政治・梃子作用の政

治・説明責任の政治を駆使して外交当局への

圧力をかけていく直接対決型のモードがあ

り、他方には、関係構築・問題発見・情報提

供・改善提案を通じて漸進的な制度変更を追

求する間接浸透型のモードがある。このため

2000 年代の NGO 外務省定期協議会全体会

議では、新たな援助規範をめぐるポリティク

スが展開されることになった。ここには、援

助効果をめぐる「パリ宣言」をはじめ、グロ

ーバルな規範を日本の援助政策に反映しよ

うとする規範媒介者としての NGOの政治的

役割が浮かび上がっている。このことから、

グローバル・デモクラシー理論の実現可能な

形態が、必ずしも予定調和的なものではない

ことが詳らかになった。 
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